
 

 

 

事  業  計  画 

  



１　公益事業（実施事業等会計）

（1）教育文化活動等支援事業

事業費支出 7,959,000円(8,038,000円）

県民の教育文化活動を支援するため、次の事業を行う。

事　　業　　名 内容・実施場所・期日・募集人数等 備　　　　考

第34回神奈川県ゆうあい
ピック大会

　県内の知的障害者が集うスポーツ活動
の場「ゆうあいピック大会」の開催経費
の一部を助成する。
　横山公園（相模原市)ほか
　平成29年５月～10月

(主催）
神奈川県障害者スポー
ツ振興協議会

教育文化団体等への支援

　県内の教育文化団体が県民等を対象と
して行う事業等に対し助成する。
  分野　教育・文化・スポーツ・レクリ
エーション等
　通年

（2）県民教養講演会等事業

事業費支出 10,363,000円(11,442,000円）

県民の知識の向上等に資するため、講演会等次の事業を行う。

事　　業　　名 内容・実施場所・期日・募集人数等 備　　　　考

自然科学実験教室の開催

　子どもたちの科学に対する関心を高め
るため、親子を対象に科学実験教室を開
催する。
　米村でんじろうサイエンスプロダク
ション
　会場・時期：未定
　500人

(共催）
(一財)神奈川県教育会
館

県民教養講座の開催

　各界著名人による講演会を開催する。
　横浜市内
　講師・時期：未定
  500人程度

(共催）
(一財)神奈川県厚生
福利振興会

第30回はばたけ子どもたち
夢・未来コンサート

　音楽の楽しさや、オーケストラの演奏
の素晴らしさを親子で体験する「はばた
け子どもたち夢・未来コンサート」を開
催する。
  神奈川県立音楽堂（横浜市西区)
　平成30年２月25日（日）２回
   2,000人

(共催）
(一財)神奈川県教育会
館



２　現職給付厚生事業（その他会計）

事業費支出 138,288,000円(141,338,000円）

（1）給付事業
事業費支出 95,592,000円(98,130,000円）

現職会員の福利の増進を図るため、次の給付を行う。

区　　　分 給　　　付　　　時　　　期 給　付　金　額

結 婚 祝 金
　現職会員が結婚したとき（事実婚及び結婚
のために退職し、３カ月以内に結婚するとき
を含む）

２万円

弔 慰 金
・現職会員、配偶者、父母・子、その他の扶
養親族が死亡したとき
・現職会員又は配偶者が死産をしたとき

１万円～16万５千円

遺 児 育 英 資 金

　現職会員が死亡したときに、その現職会員
又はその配偶者の被扶養者（18歳に達する日
以後の最初の３月31日までの間にある実(養)
子及び弟妹、又は障害の程度が１級に当たる
障害の状態にある実(養)子及び弟妹）である
遺族があるとき
　なお、中学生以下の遺族があるときは10万
円～30万円を加算する。

遺児１人につき
　　　100万円

　　　(加算あり)

災 害 見 舞 金
　現職会員が地震、火災等の災害により、そ
の住居又は家財に損害を受けたとき

　４万円～20万円

市 町 村 負 担 分
　市費負担教職員（政令市・大磯町を除く）
に供与物代金を給付する。

　１万５千円

退 会 記 念 品
　満50歳以上（会員期間10年以上）で退会した現職会員に対し記念
品を給付する。



事業費支出 42,696,000円(43,208,000円）

現職会員の福利厚生を図るため、次の事業を行う。

 ア　生活安定に対する支援

事　　業　　名 内容 備　　　考

指定店の拡充

　会員等が廉価で商品又はサービスの購入ができるよ
う商店等との指定店契約の更新、拡充を行う。（通
年）
　現職会員とその家族

継続会員共通

 イ　レクリエーション活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

健康管理の支援

　会員等が職場や住居の近くで気軽に体力・健康づく
りや生活習慣病の改善等ができるよう、県内外のス
ポーツ施設等を提供する。（通年）
　(ｱ) コナミスポーツクラブ［あっせん］
　　　　県内地域ほか
　　　　現職会員とその家族
  (ｲ) ダイドースポーツクラブ［補助］
　　　　小田原市
　　　　現職会員とその家族（2,800人）
  (ｳ) ライフティック［補助］
　　　　平塚市・秦野市
　　　　現職会員とその家族（1,750人）
  (ｴ) ゴルフ場［補助］
　　　　県内２箇所
　　　　現職会員と同行者
　　　　(補助対象：現職会員20人)
　(ｵ) 乗馬クラブクレイン神奈川［あっせん］
　　　　秦野市
　　　　現職会員とその家族

　
継続会員共通
（(ｴ) を除
く。）

レクリエーション活
動の機会の提供

　心身の健康維持、家族の団らん等のためレクリエー
ション活動の機会を提供する。
　(ｱ) ディズニーリゾート［補助］
　　　　東京ディズニーリゾート（千葉県浦安市）
　　　　平成29年12月
  　　　現職会員と同行者
　　　　(補助対象：現職会員150人)
　(ｲ) バス旅行［補助］
　　　　旅行会社の企画するバス旅行
        小田急トラベル　ほか１社
　　　　通年
   　　 現職会員と同行者
　　　　(補助対象：現職会員360人)

（2）厚生事業



事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

レクリエーション施
設の利用支援

　会員等が希望する地域でレクリエーション、スポー
ツ活動等が行えるよう、県内外に宿泊施設等を確保す
る。（通年）
　(ｱ) 宿泊施設［あっせん］
　　　・ラフォーレ倶楽部
   　 ・リゾートトラスト
   　 ・マホロバマインズ三浦（三浦市）
　　　・ホテルスポーリア湯沢（新潟県湯沢町）
      ・プリンスホテルズ
 　　　 現職会員と同行者
　(ｲ) 温泉施設［あっせん］
　　    スカイスパ（横浜市西区）
　　　　現職会員と同行者
  (ｳ) 公立学校共済組合箱根保養所［補助］
 　　　「ひめしゃら」（箱根町仙石原）
 　　　 現職会員とその家族　4,500人

　
継続会員共通

会員交流の場の提供

　会員の会合、催し、振興会が実施する事業の会場と
して、会議室を年間借り上げる。（通年）
  　神奈川県教育会館３階（横浜市西区）
 　 現職会員と同行者

　
継続会員共通

スポーツ観戦の機会
の提供

　優れた技術を持つスポーツ選手の競技を観戦する機
会を提供する。
　(ｱ) サッカー観戦会［補助］
　　　　横浜Ｆマリノス（横浜市港北区）
　　　　時期：未定
　　　  現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員50人)
　(ｲ) テニス観戦会［補助］
　　    有明コロシアム（東京都江東区）
　　　　平成29年９月
　　　  現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員50人)

　
継続会員共通
（(ｲ) に限る。
あっせん。）



 ウ　芸術・文化活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

親と子のふれあい

　親と子のふれあいや世代間の交流等の機会を提供す
る。
　(ｱ) ディズニー・オン・アイス［補助］
　　　　横浜アリーナ（横浜市港北区）
　　　　平成29年８月
　　　  現職会員とその家族　550人
　(ｲ) キッザニア［補助］
　　　　東京都江東区
　　　  平成29年８月～10月
　　　　現職会員とその家族　700人
　(ｳ) ボリショイサーカス［補助］
　　　　横浜文化体育館（横浜市中区）
　　　　平成29年７月～８月
　　　　現職会員とその家族  250人
  (ｴ) 親と子の芸術鑑賞［補助］
　　　　県内ほか
　　　　通年
　　　　現職会員とその家族　450人
  (ｵ) 新江ノ島水族館［補助］
　　　　藤沢市
　　　　通年
　　　　現職会員とその家族　560人
  (ｶ) 木下大サーカス〔補助〕＜新規事業＞
　　　　横浜みなとみらい特設会場（横浜市西区）
　　　　平成29年４月～５月
　　　　現職会員とその家族　300人

　
継続会員共通
（(ｳ) (ｵ) (ｶ)
に限る。あっせ
ん。）

芸術・文化活動の機
会の提供

　会員等に芸術鑑賞の機会を提供する。（通年）
　(ｱ) 芸術鑑賞［補助］
  　　　みなとみらいホール（横浜市中区）ほか
　　　　現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員2,040人)
　(ｲ) 演芸鑑賞［補助］
  　　　横浜にぎわい座（横浜市中区）
  　　　現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員144人)
  (ｳ) 芸術鑑賞［あっせん］
　　　　神奈川県民ホール（横浜市中区）ほか
　　　　現職会員と同行者
　(ｴ) 演芸鑑賞［あっせん］
  　　　ルミネ the よしもと（東京都新宿区）
　　　  現職会員と同行者

　
継続会員共通



生涯学習活動の支援

　生涯にわたる能力啓発、余暇活動等の機会を提供す
る。（通年）
　(ｱ) 現職会員［補助］（409人）
  　　・朝日カルチャーセンター　14施設
　　　・読売日本テレビ文化センター　19施設
　　　・カルチャーセンター　23施設
　　　・ＮＨＫ学園
 　　 ・興学社（パソコン・５施設）
      ・シアルパソコンスクール
　　　 （パソコン・１施設）
　　　・ＡＥＯＮ（英会話教室・国内全施設）
　(ｲ) 現職会員とその家族［あっせん］
　　　・東京リーガルマインド
　　　　(資格取得講座・５施設)
      ・ニチイ学館（英会話教室・国内全施設）

　
継続会員共通



事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

教養講座の開催

 会員等の余暇活動等の充実を図るため教養講座を開
催する｡
　(ｱ) 歴史講座（２回）
 　 　　鎌倉・未定
        平成29年８月・12月
　 　   現職会員とその家族（各回40人）
  (ｲ) 税務相談会
　      横浜
    　  平成30年２月
        現職会員とその家族（60人）
  (ｳ) 金融講座（７回）
      　場所：未定
　      平成29年６月～８月・平成30年２月～３月
    　  現職会員（280人）

 エ　退職準備の支援

事　　業　　名 内容 備　　　考

退職予定者福利厚生
説明会の開催

　定年退職予定会員等を対象に医療互助事業、積立年
金事業、継続厚生事業等の説明会を開催する。

公立学校共済組
合と共催

 オ　情報の収集と提供

事　　業　　名 内容 備　　　考

広報紙「振興会だよ
り」の発行

　現職会員に事業等の情報を提供するため広報紙を発
行する｡
　　発行回数　年３回(６月・11月･３月)
　　発行部数  各回37,700部

振興会ハンドブック
の作成

　会員に事業の概要等を知らせるため案内･手引書を
発行する。
  　発行回数　年１回
　　発行部数  37,700部

　
継続会員共通

振興会会員モニター
会議の開催

　厚生事業等の企画立案に反映するためモニターを募
集し、会議等を開催する。
　　・任期　　２年  30名
  　・定例会　年１回

　
継続会員共通

振興会ホームページ
の拡充

　振興会の事業情報を随時提供するとともに、他機
関・団体等の開催する文化・レクリエーション活動情
報や会員の生活にかかわる情報等とのリンクを拡充す
る。

　
継続会員共通



３　継続医療厚生事業（その他会計）

事業費支出 957,442,000円(938,740,000円）

（1）医療互助事業
事業費支出 925,906,000円(907,520,000円）

ア　加入資格

イ　基準掛金額

ウ　加算額

エ　追加金

オ　給付の種類

区　　　分 給　　　付　　　内　　　容 給　付　金　額

療 養 補 助 金
　医療費総額の３割相当額を70歳の年度末まで支給
する。
　(追加金納入者は75歳の年度末まで)

医療機関ごとに
2,000円を控除し、
100円単位

長 寿 祝 金
　医療互助会員が長寿年齢に達したときに支給す
る。

77歳　５万円
88歳　７万円
99歳　10万円

脱 退 一 時 金
　医療互助会員が止むを得ない理由で脱退したとき
に支給する。

年齢に応じた額

遺 族 一 時 金 　医療互助会員が死亡したときに支給する。 年齢に応じた額

入 院 見 舞 金
　療養補助金支給期間が終了した医療互助会員が、
継続して31日以上入院したときに支給する。

１年度につき１万円

健 康 祝 金
　療養補助金支給期間終了までの全期間無給付だっ
た医療互助会員に支給する。

70歳　７万円
75歳　10万円

退 会 返 還 金
　現職会員が退会後に医療互助会員に加入しなかっ
たときに支給する。

現職会員期間中の会
費納入相当額

人間ドック補助
　療養補助金の受給資格を取得した医療互助会員が
人間ドックを受けたときに支給する。
（募集：885人）

１年度につき１万円
を上限に実費相当

カ　加入見込者数

　退職後における会員の医療費の負担を軽減するため、療養補助金等を給付する。なお、現職
時に給料月額の1,000分の２を積み立てる。

平成29年度　499人（平成28年度414人（12月末現在））

　現職会員を退会した45歳以上の者及びその配偶者で45歳以上の者

　退職２年後から療養補助金の受給を希望する場合、退会時の年齢に応じ
た額を納入する。

　現職会員退会日の翌日から療養補助金の給付を希望する者は、基準掛金
額と合わせて年齢区分による加算額を納入する。

（平成27年３月31日までの加入者は従前のとおり）

　療養補助金の給付を75歳まで希望する者は、基準掛金額、加算額と合わ
せて納入する。



（2) 貸付事業（現職会員対象事業）

事業費支出 14,144,000円(14,540,000円）

貸 付 対 象 者

貸 付 限 度 額

償 還 利 率

償 還 方 法

償 還 期 間

貸 付 枠

募 集 方 法

団体信用生命保険

　現職会員が自己の用に供する住宅の新築、増築、改築、修理若しくは購入又は住宅の敷地
を購入するための資金を貸し付ける。

　任意加入

　元利均等月賦償還、元利均等半年賦償還(６月､12月) 又はその併用

　５年～30年（上記償還方法に応じて選択）

　600,000,000円

　前期(２月)、後期(８月)の２期にわけて希望者を募集

　現職会員期間が３年以上の者

　2,000万円（50万円以上10万円単位）

　年利1.50％ （変動制）



（3）継続厚生事業

事業費支出 17,392,000円(16,680,000円）

ア　生活安定に対する支援

事　　業　　名 内容 備　　　考

指定店の拡充

　会員等が廉価で商品又はサービスの購入ができるよ
う、商店等との指定店契約の更新、拡充を行う。
（通年）
  継続会員とその家族

　
現職会員共通

イ　スポーツ・レクリエーション活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

健康づくりの機会の
提供

　会員等が住居の近くで気軽に体力・健康づくりがで
きるよう、県内外のスポーツ施設等を提供する。
（通年）
　(ｱ) コナミスポーツクラブ［あっせん］
　　　　県内地域ほか
　　　　継続会員とその家族
  (ｲ) ダイドースポーツクラブ［補助］
　　　　小田原市
　　　　継続会員（1,700人）
  (ｳ) ライフティック［補助］
　　　　平塚市・秦野市
　　　　継続会員（1,400人）
　(ｴ) 乗馬クラブクレイン神奈川［あっせん］
　　　　秦野市
　　　　継続会員とその家族

　
現職会員共通

レクリエーション施
設の利用支援

　会員等が希望する地域でレクリエーション、スポー
ツ活動等が行えるよう、県内外に宿泊施設等を確保す
る。（通年）
　(ｱ) 宿泊施設［あっせん］
　　　・ラフォーレ倶楽部
　　　・リゾートトラスト
   　 ・マホロバマインズ三浦（三浦市）
　　　・ホテルスポーリア湯沢（新潟県湯沢町）
　　　・ダイワロイヤルホテルズ
　　　・法華倶楽部
  　　・セラヴィリゾート泉郷
　　　・プリンスホテルズ
　　    継続会員と同行者
　(ｲ) 温泉施設［補助］
　　　　万葉の湯
　　　　継続会員と同行者
　　　　（補助対象：継続会員45人）
　(ｳ) 温泉施設［あっせん］
　　　　スカイスパ（横浜市西区）
　(ｴ) 公立学校共済組合箱根保養所［補助］
　　　　「ひめしゃら」（箱根町仙石原）
　　　　継続会員とその家族  350人

　
現職会員共通
(ﾀﾞｲﾜﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ
ｽﾞ、法華倶楽
部、ｾﾗｳﾞｨﾘｿﾞｰﾄ
泉郷、万葉の湯
を除く。）

　 継続会員を対象に相互の親睦や退職後の文化、レクリエーション活動に資するため、次
 の事業を行う。



事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

会員交流の場の提供

　(ｱ) 会員の会合、催し、振興会が実施する事業の
　　会場として、会議室を年間借り上げる。（通年）
  　　　神奈川県教育会館３階（横浜市西区）
  　　　継続会員と同行者
　(ｲ) 神奈川県退職教職員の会が開催する囲碁将
　　　棋大会の経費の一部を助成する。

　
現職会員共通
((ｱ) に限
る。）

スポーツ観戦の機会
の提供

　優れた技術を持つスポーツ選手の競技を観戦する機
会を提供する。
　(ｱ) プロ野球観戦会［補助］
 　  　 横浜スタジアム（横浜市中区）
　　　　平成29年４月～10月
  　　  継続会員（補助対象：50人）
　(ｲ) テニス観戦会［あっせん］
　　　　有明コロシアム（東京都江東区）
　　　　平成29年９月
　 　　 継続会員と同行者

　
現職会員共通
（(ｲ) に限る。
補助。）

ウ　芸術・文化活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

旅行の支援

　会員等が廉価で安心して利用できるよう旅行業者等
と割引契約を締結する。（通年）
　・小田急トラベル
　・近畿日本ツーリスト
　・東武トップツアーズ
　・日本旅行
　・京急観光
　・名鉄観光サービス
　・東日観光
　・大和観光興業
　・郵船トラベル
　・ニッポンレンタカー
　　継続会員と同行する家族



事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

芸術鑑賞の機会の提
供

　優れた芸術等の鑑賞機会を提供する。
　(ｱ) 芸術鑑賞［補助］
　　　　みなとみらいホール（横浜市中区）ほか
　　　　通年
　　　　継続会員と同行者
　　　　（補助対象：継続会員400人）
　(ｲ) 演芸鑑賞［補助］
　　　　横浜にぎわい座（横浜市中区）
　　　　通年
　　　　継続会員と同行者
　　　　（補助対象：継続会員360人）
　(ｳ) 芸術鑑賞［あっせん］
　　　　神奈川県民ホール（横浜市中区）ほか
　　　　通年
　　　　継続会員と同行者
　(ｴ) 演芸鑑賞［あっせん］
　　　　ルミネ the よしもと（東京都新宿区）
　　　　通年
　　　　継続会員と同行者
　(ｵ) ボリショイサーカス［あっせん］
　　　　横浜文化体育館（横浜市中区）
　　　　平成29年７月～８月
   　　 継続会員とその家族
  (ｶ) 新江ノ島水族館［あっせん］
　　　　藤沢市
　　　　通年
　　　　継続会員とその家族
  (ｷ) 木下大サーカス〔あっせん〕＜新規事業＞
　　　　横浜みなとみらい特設会場（横浜市西区）
　　　　平成29年４月～５月
　　　　継続会員とその家族

　
現職会員共通
（(ｵ) (ｶ) (ｷ)
は補助。）

生涯学習活動の支援

　能力啓発、余暇活動等の機会を提供する。（通年）
　(ｱ) 継続会員［補助］（994人）
  　　・朝日カルチャーセンター　14施設
　　　・読売日本テレビ文化センター　19施設
　　　・カルチャーセンター　23施設
　　　・ＮＨＫ学園
　　　・興学社（パソコン・５施設）
　　　・シアルパソコンスクール
          （パソコン・１施設）
　　　・ＡＥＯＮ（英会話教室・国内全施設）
　(ｲ) 継続会員とその家族［あっせん］
　  　・東京リーガルマインド
          （資格取得講座・５施設）
　　　・ニチイ学館（英会話教室・国内全施設）

　
現職会員共通



事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

教養講座の開催

　余暇活動等の充実を図るため教養講座を開催する。
　(ｱ) ふるさと散歩（フィールドワーク３回）
　　　　東京ほか
　　　　時期：未定
  　　　継続会員とその配偶者（各40人）
　(ｲ) 歴史講座Ⅰ・Ⅱ（２回）
　　　　鎌倉ほか
  　　  時期：未定
  　　　継続会員とその配偶者（各40人）
　(ｳ) 税務相談会（４回）
　　　　横浜ほか
　　　　平成30年２月
　　　　継続会員（各30人）

エ　情報の収集と提供

事　　業　　名 内　　　　　　　　　　容 備　　　考

広報紙「ふれあい」
の発行

　継続会員に事業情報を提供するため、広報紙を発行
する。
　　発行回数　年３回(４月･８月･12月)
　　発行部数  各回8,800部

振興会ハンドブック
の作成

　会員に事業の概要等を知らせるため、案内・手引書
を発行する。
  　発行回数　年１回
　　発行部数  8,800部

　
現職会員共通

振興会会員モニター
会議の開催

　継続厚生事業等の企画立案に反映するため、モニ
ターを募集し、会議等を開催する。
　　・任期　　２年　10名
  　・定例会　年１回開催

　
現職会員共通

振興会ホームページ
の拡充

　振興会の事業情報を随時提供するとともに他機関・
団体等の開催する文化・レクリエーション活動情報や
会員の生活にかかわる情報等とのリンクを拡充する。

　
現職会員共通



４　福祉年金事業（その他会計）

事業費支出 5,185,000円(5,221,000円）

(1) 年金の形態

区　　　分

Ａ 型 年 金

Ｂ 型 年 金

(2) 給付利率　　　実績配当による

信託銀行名 平成29年度見込み

三菱ＵＦＪ信託銀行 0.008%

三 井 住 友 信託 銀行 0.008%

(3) 据置期間と給付期間

 ア　据置期間　　１年～10年の間で選択

 イ　給付期間　　据置期間に合わせた給付期間を選択

(4) 給付の種類

区　　　分

福 祉 年 金

遺 族 年 金

解 約 一 時 金

遺 族 一 時 金

弔 慰 金

長 寿 祝 金

(5) その他

　平成29年度末を目途に事業を廃止する。

　会員が満70歳に達したとき、１万円を給付する。

内 容

　据置期間経過後、収益配当金を給付期間中３ヶ月毎
に年金として受取り、拠出金相当額を給付期間満了時
に受取る。

　年金受給中（据置期間を含む）に会員が死亡した場
合、残余期間の年金を遺族に給付する。なお、給付金
額は福祉年金と同額。

　会員が中途解約を申し出た場合、給付する。給付金
額は、給付利率により算出した元利合計相当額とす
る。

　退職会員の生活の安定を図るため、退職金の運用による年金事業を実施する。
なお、平成22年４月以降、新規加入及び満期後の更新の扱いを停止した。

　据置期間経過後、拠出金相当額と収益配当金を合わ
せて、給付期間中３ヶ月毎に年金として受取る。

内 容

　上記Ａ型年金及びＢ型年金

　遺族年金にかえて、一時金を希望する場合、給付す
る。なお、給付金額は解約一時金と同額。

　会員が死亡した場合、遺族に３万円を給付する。



５　積立年金事業（その他会計）

事業費支出 869,337,000円(924,813,000円）

(1)　原　　資      給料月額の 1,000分の５の額（会員ごとに現職時に積み立て）

(2)　給付の種類

区　　分 給　　　付　　　内　　　容 給　　付　　金　　額

年 金 給 付

　定年退職したときから５年間、年４回に
分けて給付する。
　ただし、定年により退職した者は、一時
金の選択ができる。

　会費合計額とその運用益
を基礎とし、給付期間中に
生じる運用益を加えた額。
なお、運用益は実績配当に
よる。

退 職 時 一 時 金
　年金給付の受給資格を満たさない退職者
に対して給付する。

　退職時までに積み立てた
会費とその運用益の合計額

遺 族 一 時 金

①死亡時までに積み立てた
会費とその運用益の合計額
②死亡時に計算して得た未
給付額

遺族特別給付金 ３万円

退 会 返 還 金
　現職会員が退会（退職による退会を除
く) したとき一括して給付する。

　退会時までに積み立てた
会費とその運用益の合計額

(3)　加入見込者数　　平成29年度　244人　　（平成28年度　158人（12月末現在））

６　収益事業（その他会計）

事業費支出 30,075,000円(30,652,000円）

 (1) 共済事業

 (2) 団体信用生命保険事業

 (3) 広告事業
  会員向け広報媒体である広報紙及びハンドブック等に振興会と割引契約等を締結して
いる業者の広告を掲載し、広告事業を実施する。

退職後に会費を原資とした年金を給付する。

　住宅建設資金貸付事業の一環として、団体信用生命保険事業を実施する。

　次の場合、遺族に給付する。
　　①現職会員が死亡したとき
　　②年金受給中に会員が死亡したとき

　現職会員の利便を図るため、教職員共済生活協同組合が行う共済事業の事務を受託
する。



７　法人会計

管理費支出 34,785,000円(35,313,000円）

　 基本財産並びに実施事業等会計及びその他会計に属さない特定の資産等に関する取引、
 当該取引を除く管理業務及び管理業務以外の法人全般に係る事項に関する取引を行う。



 

 

 

収 支 予 算 書 

  



平成29年度当初収支予算
平成29年４月１日

（単位：千円）
勘　定　科　目 当初予算額 前年度予算額 増　減

Ⅰ　事業活動収支の部
　１　事業活動収入
　　(1) 基本財産運用収入 1,728 1,728
　　　　  基本財産利息収入 1,728 1,728
　　(2) 特定資産運用収入 59,855 83,894 △ 24,039
  　　　　特定資産利息収入 59,855 83,894 △ 24,039
  　(3) 事業収入 1,500,802 1,517,592 △ 16,790
  　　　　福利厚生事業収入 139,809 140,840 △ 1,031
　　　  　住宅貸付事業収入 30,294 26,705 3,589
　  　　　継続互助事業収入 1,300,688 1,319,678 △ 18,990
　　　  　特別事業手数料収入 22,193 22,377 △ 184
　　　　  特別事業配当金収入 1,299 1,518 △ 219
　　　　  広告事業収入 6,519 6,474 45
　　(4) 負担金収入 1,630 2,629 △ 999
　　　　  負担金収入 1,630 2,629 △ 999
　　(5) 雑収入 825 1,904 △ 1,079
　　  　　雑収入 825 1,904 △ 1,079
  　　　事業活動収入計 1,564,840 1,607,747 △ 42,907
　２　事業活動支出
　 (1) 事業費支出 2,018,649 2,060,244 △ 41,595
　　　　役員報酬支出 4,197 4,178 19
　　　　給料手当支出 39,747 38,175 1,572
　　　　福利厚生費支出 7,048 6,927 121
　　　　旅費交通費支出 382 396 △ 14
　　　　通信運搬費支出 8,097 8,124 △ 27
　　　　消耗什器備品費支出 76 76
　　　　消耗品費支出 908 721 187
　　　　修繕費支出 213 213
　　　　印刷製本費支出 11,175 12,815 △ 1,640
　　　　光熱水費支出 2,526 2,526
　　　　賃借料支出 8,653 10,408 △ 1,755
　　　　保険料支出 6,842 6,867 △ 25
　　　　諸謝金支出 356 544 △ 188
　　　　租税公課支出 5,827 13,093 △ 7,266
　　　　負担金支出 2,290 1,290 1,000
　　　　委託費支出 37,313 40,048 △ 2,735
　　　　助成費支出 1,877,903 1,908,157 △ 30,254
　　　　雑支出 5,096 5,686 △ 590
　 (2) 管理費支出 34,785 35,313 △ 528
　　　　役員報酬支出 3,198 3,190 8
　　　　給料手当支出 16,077 15,441 636
　　　　福利厚生費支出 2,849 2,802 47
　　　　会議費支出 66 66
　　　　旅費交通費支出 174 179 △ 5
　　　　通信運搬費支出 539 543 △ 4
　　　　消耗什器備品費支出 32 32
　　　　消耗品費支出 287 287
　　　　修繕費支出 87 87
　　　　印刷製本費支出 486 526 △ 40
　　　　光熱水費支出 864 864
　　　　賃借料支出 1,943 2,653 △ 710
　　　　諸謝金支出 1,107 1,107
　　　　租税公課支出 290 377 △ 87



平成29年度当初収支予算
平成29年４月１日

（単位：千円）
勘　定　科　目 当初予算額 前年度予算額 増　減

　　　　負担金支出 1,978 1,970 8
　　　　委託費支出 2,930 3,304 △ 374
　　　　雑支出 1,878 1,885 △ 7
　(4) 法人税、住民税及び事業税 75 75
　　　　法人税、住民税及び事業税 75 75
　　　　事業活動支出計 2,053,509 2,095,632 △ 42,123
　　　　　事業活動収支差額 △ 488,669 △ 487,885 △ 784
Ⅱ　投資活動収支の部
　１　投資活動収入
　 (1) 特定資産取崩収入 2,188,708 2,303,239 △ 114,531
　　　　退会記念給付引当特定資産取崩収入 46,514 49,661 △ 3,147
　　　　福祉年金給付金引当特定資産取崩収入 2,792 2,792
　　　　福祉年金給付金積立特定資産取崩収入 2,534 3,380 △ 846
　　　　生涯福利事業引当特定資産取崩収入 3,588 3,905 △ 317
　　　　医療互助給付金引当特定資産取崩収入 1,150,392 1,198,986 △ 48,594
　　　　医療互助給付金積立特定資産取崩収入 117,992 124,208 △ 6,216
　　　　積立年金給付金引当特定資産取崩収入 864,896 920,307 △ 55,411
 　(2) 固定資産売却収入 359,140 286,477 72,663
　　　　貸付金戻り収入 359,140 286,477 72,663
　　　　　投資活動収入計 2,547,848 2,589,716 △ 41,868
　２　投資活動支出
 　(1) 特定資産取得支出 1,429,179 1,465,154 △ 35,975
　　　　退職給付引当特定資産取得支出 3,207 5,148 △ 1,941
　　　　福祉年金給付金引当特定資産取得支出 40 202 △ 162
　　　　生涯福利事業引当特定資産取得支出 6,392 3,262 3,130
　　　　医療互助給付金引当特定資産取得支出 708,712 734,079 △ 25,367
　　　　積立年金給付金引当特定資産取得支出 710,828 722,463 △ 11,635
 　(2) 固定資産取得支出 610,000 616,677 △ 6,677
　　　　建設仮勘定支出 10,000 16,677 △ 6,677
　　　　貸付金支出 600,000 600,000
　　　　　投資活動支出計 2,039,179 2,081,831 △ 42,652
　　　　　　投資活動収支差額 508,669 507,885 784
Ⅲ　財務活動収支の部
　１　財務活動収入
　　　　財務活動収入計　
　２　財務活動支出
　　　　財務活動支出計
　　　　　財務活動収支差額
Ⅳ　予備費支出 20,000 20,000
　　　　　当期収支差額
　　　　　前期繰越収支差額
　　　　　次期繰越収支差額



教育文化活動
等支援事業

県民教養講
演会等事業

小　　計 現職給付厚
生事業

継続医療厚
生事業

Ⅰ　事業活動収支の部
　１. 事業活動収入
　 (1) 基本財産運用収入
  　    基本財産利息収入
 　(2) 特定資産運用収入 953 32,437
　　　　特定資産利息収入 953 32,437
　 (3) 事業収入 137,909 643,334
　　　　福利厚生事業収入 137,909 1,900
　　　　住宅貸付事業収入 30,294
　　　　継続互助事業収入 611,140
　　　　特別事業手数料収入
　　　　特別事業配当金収入
　　　　広告事業収入
　(4) 負担金収入 1,557 1,557 73
　　　　負担金収入 1,557 1,557 73
　(5) 雑収入
　　　　雑収入
　(6) 他会計からの繰入金収入 8,113 8,960 17,073
　　　　他会計からの繰入金収入 8,113 8,960 17,073
　　　事業活動収入計 8,113 10,517 18,630 138,935 675,771
  ２. 事業活動支出
　(1) 事業費支出 7,959 10,363 18,322 138,288 957,442
　　　　役員報酬支出 283 283 566 1,014 1,933
　　　　給料手当支出 2,680 2,680 5,360 9,601 18,310
　　　　福利厚生費支出 475 475 950 1,703 3,246
　　　　旅費交通費支出 20 20 40 134 159
　　　　通信運搬費支出 90 90 180 2,479 4,281
　　　　消耗什器備品費支出 5 5 10 19 35
　　　　消耗品費支出 45 45 90 316 342
　　　　修繕費支出 14 14 28 52 98
　　　　印刷製本費支出 81 81 162 6,355 2,772
　　　　光熱水費支出 144 144 288 828 1,062
　　　　賃借料支出 323 323 646 4,241 2,983
　　　　保険料支出 13 13 3 5,398
　　　　諸謝金支出 129 227
　　　　租税公課支出 1 2 3 148 4,841
　　　　負担金支出 2,290 2,290
　　　　委託費支出 488 3,388 3,876 2,019 10,300
　　　　助成費支出 3,000 3,000 107,954 899,261
　　　　雑支出 310 510 820 1,293 2,194
　(2) 管理費支出
　　　　役員報酬支出
　　　　給料手当支出
　　　　福利厚生費支出
　　　　会議費支出
　　　　旅費交通費支出
　　　　通信運搬費支出
　　　　消耗什器備品費支出
　　　　消耗品費支出
　　　　修繕費支出
　　　　印刷製本費支出
　　　　光熱水費支出
　　　　賃借料支出
　　　　諸謝金支出
　　　　租税公課支出
　　　　負担金支出
　　　　委託費支出
　　　　雑支出
　(3) 他会計への繰入金支出 43,929 30,005
　　　　他会計への繰入金支出 43,929 30,005
　(4) 法人税、住民税及び事業税
　　　　法人税、住民税及び事業税
　　　事業活動支出計 7,959 10,363 18,322 182,217 987,447

勘　定　科　目

平成29年度当初
　　　　　　　　平成29年

実施事業等会計



教育文化活動
等支援事業

県民教養講
演会等事業

小　　計 現職給付厚
生事業

継続医療厚
生事業

勘　定　科　目

平成29年度当初
　　　　　　　　平成29年

実施事業等会計

　　　　　事業活動収支差額 154 154 308 △ 43,282 △ 311,676
Ⅱ　投資活動収支の部
　１. 投資活動収入
　(1) 特定資産取崩収入 46,514 1,271,972
　　 　退会記念給付引当特定資産取崩収入 46,514
　　　 福祉年金給付金引当特定資産取崩収入
 　　　福祉年金給付金積立特定資産取崩収入
　　 　生涯福利事業引当特定資産取崩収入 3,588
　　 　医療互助給付金引当特定資産取崩収入 1,150,392
　　 　医療互助給付金積立特定資産取崩収入 117,992
　　 　積立年金給付金引当特定資産取崩収入
　(2) 固定資産売却収入 359,140
　　 　貸付金戻り収入 359,140
　　投資活動収入計 46,514 1,631,112
　２. 投資活動支出
　(1) 特定資産取得支出 154 154 308 552 716,156
　　　 退職給付引当特定資産取得支出 154 154 308 552 1,052
 　　　福祉年金給付金引当特定資産取得支出
　　　 生涯福利事業引当特定資産取得支出 6,392
 　　　医療互助給付金引当特定資産取得支出 708,712
 　　　積立年金給付金引当特定資産取得支出
　(2) 固定資産取得支出 2,680 603,280
　　　 建設仮勘定支出 2,680 3,280
 　　　貸付金支出 600,000
　　投資活動支出計 154 154 308 3,232 1,319,436
　　　　　投資活動収支差額 △ 154 △ 154 △ 308 43,282 311,676
Ⅲ　財務活動収支の部
　１. 財務活動収入
　　　　財務活動収入計
　２. 財務活動支出
　　　　財務活動支出計
　　　　　財務活動収支差額
Ⅳ　予備費支出
　　　　　当期収支差額
　　　　　前期繰越収支差額
　　　　　次期繰越収支差額



（単位：千円）

福祉年金事業 積立年金事業 収益事業 小　　計

1,728 1,728
1,728 1,728

202 26,263 59,855 59,855
202 26,263 59,855 59,855

689,548 30,011 1,500,802 1,500,802
139,809 139,809
30,294 30,294

689,548 1,300,688 1,300,688
22,193 22,193 22,193
1,299 1,299 1,299
6,519 6,519 6,519

73 1,630
73 1,630

825 825 825
825 825 825

56,861 △ 73,934
56,861 △ 73,934

202 715,811 30,836 1,561,555 58,589 △ 73,934 1,564,840

5,185 869,337 30,075 2,000,327 2,018,649
136 242 306 3,631 4,197

1,284 2,289 2,903 34,387 39,747
228 406 515 6,098 7,048
10 17 22 342 382
43 280 834 7,917 8,097
2 4 6 66 76

21 38 101 818 908
7 12 16 185 213

39 69 1,778 11,013 11,175
69 123 156 2,238 2,526

155 277 351 8,007 8,653
1,428 6,829 6,842

356 356
16 819 5,824 5,827

2,290
234 417 20,467 33,437 37,313

2,792 864,896 1,874,903 1,877,903
149 267 373 4,276 5,096

34,785 34,785
3,198 3,198

16,077 16,077
2,849 2,849

66 66
174 174
539 539
32 32

287 287
87 87

486 486
864 864

1,943 1,943
1,107 1,107

290 290
1,978 1,978
2,930 2,930
1,878 1,878

73,934 △ 73,934
73,934 △ 73,934

75 75 75
75 75 75

5,185 869,337 30,150 2,074,336 34,785 △ 73,934 2,053,509

法人会計 内部取引消去     合　　計

収支予算内訳表
４月１日

その他会計



（単位：千円）

福祉年金事業 積立年金事業 収益事業 小　　計 法人会計 内部取引消去     合　　計

収支予算内訳表
４月１日

その他会計

△ 4,983 △ 153,526 686 △ 512,781 23,804 △ 488,669

5,326 864,896 2,188,708 2,188,708
46,514 46,514

2,792 2,792 2,792
2,534 2,534 2,534

3,588 3,588
1,150,392 1,150,392

117,992 117,992
864,896 864,896 864,896

359,140 359,140
359,140 359,140

5,326 864,896 2,547,848 2,547,848

113 710,960 166 1,427,947 924 1,429,179
73 132 166 1,975 924 3,207
40 40 40

6,392 6,392
708,712 708,712

710,828 710,828 710,828
230 410 520 607,120 2,880 610,000
230 410 520 7,120 2,880 10,000

600,000 600,000
343 711,370 686 2,035,067 3,804 2,039,179

4,983 153,526 △ 686 512,781 △ 3,804 508,669

20,000 20,000
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